
蔵
王
町
・
七
ヶ
宿
町
か
ら

組
合
の
解
散
を
提
案

　

２
月
１
日
、
村
上
英
人
蔵
王
町
長
、

小
関
幸
一
七
ヶ
宿
町
長
、
山
田
裕
一
白

石
市
長
の
三
者
が
「
公
立
刈
田
綜
合
病

院
（
以
下
、
刈
田
病
院
）」
の
今
後
に

つ
い
て
協
議
を
行
い
、
刈
田
病
院
を
運

営
す
る
「
白
石
市
外
二
町
組
合
」
の
解

散
に
向
け
て
検
討
を
進
め
て
い
く
こ
と

で
合
意
し
ま
し
た
。

　
本
市
で
は
こ
れ
ま
で
、
病
院
経
営
の

赤
字
が
続
き
、
病
院
を
支
え
る
構
成
市

町
に
負
担
が
か
か
る
現
状
を
打
開
し
よ

う
と
、
さ
ま
ざ
ま
な
経
営
形
態
の
在
り

方
を
検
討
す
べ
き
と
、
２
年
以
上
前
か

ら
両
町
長
に
対
し
て
再
三
に
わ
た
り
働

き
掛
け
て
き
ま
し
た
。し
か
し
な
が
ら
、

現
在
の
体
制
の
維
持
を
望
む
両
町
長
か

ら
は
同
意
を
得
ら
れ
ず
、
な
か
な
か
進

展
し
な
い
状
況
が
続
き
、
２
月
１
日
の

協
議
の
中
で
も
、
議
論
は
平
行
線
を
た

ど
り
ま
し
た
。

市
立
病
院
へ
移
行
検
討

公
立
刈
田
綜
合
病
院
を
存
続
す
る
た
め
に

公
設
民
営
化（
指
定
管
理
者
制
度
）

に
よ
る
経
営
改
善
を
検
討

　
本
市
で
は
、
刈
田
病
院
の
経
営
改
善

に
向
け
た
方
策
と
し
て
、
公
立
病
院
の

ま
ま
民
間
法
人
に
経
営
を
代
行
さ
せ
る

「
公
設
民
営
化
（
指
定
管
理
者
制
度
）」

の
導
入
を
検
討
し
て
い
ま
す
。

　
公
設
民
営
化
は
、
完
全
な
民
営
化
で

あ
る
「
民
間
譲
渡
」
と
違
い
、
市
が
指

導
・
監
督
す
る
立
場
に
あ
り
ま
す
。
公

設
民
営
化
を
導
入
し
た
公
立
病
院
で

は
、
公
立
と
し
て
の
機
能
を
維
持
し
な

が
ら
、
経
営
改
善
や
医
療
サ
ー
ビ
ス
の

　
こ
の
協
議
の
な
か
で
、
七
ヶ
宿
町
長

か
ら
「
組
合
を
解
散
し
て
、
刈
田
病
院

を
市
立
病
院
と
す
る
こ
と
を
目
指
し

て
は
ど
う
か
」
と
い
う
提
案
が
あ
り
、

蔵
王
町
長
も
同
意
し
た
こ
と
か
ら
、
本

市
と
し
て
も
こ
の
提
案
を
受
け
入
れ

る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　
今
後
、
方
針
な
ど
が
整
い
次
第
、
１

市
２
町
そ
れ
ぞ
れ
の
議
会
の
同
意
を

得
て
進
め
て
い
く
こ
と
と
な
り
ま
す

が
、
本
市
で
は
、
刈
田
病
院
を
存
続
さ

せ
る
た
め
、
市
単
独
で
管
理
・
運
営
す

る
市
立
病
院
に
移
行
す
る
方
法
を
検

討
し
て
い
き
ま
す
。

現
状
の
経
営
を
続
け
て
い
て
は

市
と
刈
田
病
院
の
財
政
破
綻
に

　
現
在
、
刈
田
病
院
は
１
カ
月
あ
た
り

約
１
億
円
の
赤
字
を
積
み
重
ね
、
本
年

度
は
約
14
億
円
の
赤
字
が
見
込
ま
れ

て
お
り
、
金
融
機
関
か
ら
の
借
り
入
れ

や
構
成
市
町
か
ら
の
借
入
金
な
ど
を

含
め
る
と
、
合
計
30
億
円
以
上
の
借
金

に
膨
れ
上
が
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
負
担

割
合
は
、
白
石
市
が
86
・
７
％
、
蔵
王

町
が
８
％
、
七
ヶ
宿
町
が
５・
３
％
。

昨
年
12
月
の
監
査
法
人
に
よ
る
刈
田

病
院
の
財
務
状
況
報
告
書
で
は
、「
実

質
的
に
破
産
の
状
態
に
あ
り
自
力
再

建
は
困
難
」「
公
設
民
営
化
な
ど
の
早

急
の
手
当
て
が
必
要
」
と
の
指
摘
も
受

け
て
い
ま
す
。

　
刈
田
病
院
は
、
地
域
医
療
を
支
え
る

砦と
り
で

と
し
て
必
要
な
も
の
で
あ
り
、
構
成

自
治
体
が
支
え
る
の
は
当
然
で
す
が
、

こ
の
状
態
が
続
け
ば
本
市
の
財
政
調

整
基
金
は
枯
渇
し
、
刈
田
病
院
と
本
市

の
財
政
破
綻
に
つ
な
が
り
ま
す
。

　
現
在
の
ま
ま
、
検
討
も
行
動
も
し
な

い
こ
と
が
一
番
の
リ
ス
ク
と
な
り
ま

す
。
経
営
形
態
を
見
直
す
な
ど
、
抜
本

的
な
改
革
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
、
市

民
の
皆
さ
ま
に
も
ご
理
解
を
い
た
だ

き
ま
す
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。

充
実
な
ど
の
成
果
が
上
が
っ
て
い
る

事
例
が
多
数
あ
り
ま
す
。

　
刈
田
病
院
に
お
い
て
も
、
公
設
民
営

化
を
可
能
に
す
る
こ
と
で
、
ま
ず
は
広

く
民
間
法
人
か
ら
の
医
師
の
確
保
策

や
診
療
体
制
、
経
営
改
善
計
画
な
ど
の

具
体
的
な
提
案
を
受
け
て
判
断
し
た

い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

刈
田
病
院
が
公
設
民
営
化
と
な
っ

て
も
、
白
石
市
外
二
町
組
合
が
解
散
さ

れ
た
と
し
て
も
、
公
立
病
院
の
機
能
に

変
わ
り
は
あ
り
ま
せ
ん
。
白
石
市
が
責

任
を
も
っ
て
、
刈
田
病
院
を
、
そ
し
て

地
域
医
療
を
支
え
て
い
き
ま
す
。

■�現在の体制を維持できませんか？　民間法人
の医療体制には不安があります。

　刈田病院ではこれまでも経営改善策を講じてき
ましたが、効果的な実績を上げるまでには至って
おらず、現在の体制では抜本的な改革は難しいと
考えています。一方で、数多くの民間病院では、
救急などの政策的医療を担いながら、経営努力を
されています。また、民間譲渡と違い、公設民営
化は公設を維持することで行政からの支援とチェ
ック機能を備えながら、民間法人のノウハウを最
大限活用できることがメリットと考えています。

■�公設民営化したら構成自治体の費用負担が増
えませんか？

　医療サービスの充実と構成自治体の費用負担を
減らし、刈田病院を存続していくための手法とし
て、公設民営化を検討しています。
　具体的な費用負担については、民間法人からの
提案を受けて協議をすることになりますが、経営
状況が改善しないのであれば、経営形態を変更す
る意味はありません。

■�公設民営化すると東北大学から医師が派遣されな
くなると聞きましたが、医師は確保できますか？

　刈田病院の医師は、東北大学の医局人事にお願
いしているところが大きい状況ですが、現在整形
外科と麻酔科の常勤医師が不在で、救急の受け入
れも行えていません。
　引き続き東北大学には医師派遣をお願いしてい
きますが、公設民営化により、民間法人のノウハ
ウを生かして全国から医師を確保し、安心できる
医療サービスを提供したいと考えています。

■�みやぎ県南中核病院との連携プランはどうな
りますか？

　国の地域医療構想の実現に向けた、刈田病院と
みやぎ県南中核病院の連携プランは、仙南地域の
医療にとって必要なものです。連携プランを推進
するためには、まず刈田病院が健全な経営体制の
もとで存続しなければなりません。
　刈田病院が公設民営化しても連携プランの実施
は可能であり、今後国や県、同病院と協議を進め
ていきます。

刈田病院の公設民営化に関するＱ＆Ａ

こ
の
記
事
は
、
２
月
17
日
時
点
で

の
情
報
を
も
と
に
作
成
し
て
い
ま

す
。
発
行
日
に
お
い
て
一
部
情
報

が
変
わ
っ
て
い
る
場
合
が
あ
り
ま

す
の
で
、
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

■刈田病院の主な債務
　（建設・設備分を除く）

　建物・設備分に加えて、上記の約
９割が白石市の債務となっています。
時間が経過すればするほど赤字額が
増え、市民の負担は増えていきます。

　財政調整基金は災害対応などのた
め、標準財政規模の10～20％程度（白
石市では約10～20億円程度）が適正
とされています。
　令和元年東日本台風では約６億円
を応急的に支出し、今回の地震被害
でも費用を捻出します。

R1年度末時点 22.6億円

■市の財政調整基金（市の貯金）

コロナ減収による
企業債（借り入れ） 12.5億円

金融機関からの
一時借り入れ 14.6億円

１市２町からの
借入金 ６.0億円

合計 33.1億円

公設民営化（指定管理者制度）のイメージ図と比較

公設公営
（現行の体制）

公設民営
（指定管理者制度）

設置者 地方公共団体 地方公共団体

運営責任者 地方公共団体の長 指定管理者

職員の身分 地方公務員 民間法人の職員

診療科目
政策医療 条例により定める 設置者と結ぶ協定に

より定める
※�公設民営化となっても、みやぎ県南中核病院との連携プラ
ンに基づき、現在の診療科目・部門をできる限り維持しな
がら、回復期機能（総合内科・外科、初期救急、リハビリ・
透析の充実など）に重点を置く方針です。

地方公共団体 指定管理者

指定

議会

議
決

指
定
の
提
案

病院経営病院運営助言・指導

事業報告
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